介護予防・日常生活圏域ニーズ調査・在宅介護実態調査業務
確認書

浜田地区広域行政組合の発注する仕様内容に基づき、以下の確認項目について確認の上、企画提案書等を併せて提出期日までに提出すること。
	
	確　認　項　目

	1
	本調査は記名式での実施を想定しており、当組合へ返送された調査票に係る受託者への受け渡しについては、担当課にて手渡しによる回収を必須とし、受託者の正社員で対応すること。（郵送での回収は一切認めない。回収時に健康保険証等にて正社員の確認を行うこととする）

	2
	返送された全ての調査票（紙媒体）について、スキャニング処理により画像データを作成すること。なお、作成された画像データは被保険者番号、氏名等で検索し、画面表示・印刷ができるプログラム（調査票・個人結果表画像検索ソフトの作成）を作成して納品すること。

	3
	クロス集計については、当組合の要望に基づき契約期間内であればその都度作成すること。

	4
	認定情報及び給付実績情報分析作業にあたっては、介護サービス提供月の翌月に請求、審査された給付実績データだけでなく、月遅れ請求及び過誤請求（介護報酬請求の修正）に対応した集計分析を行い、「認定情報及び給付実績データ分析報告書（案）」に基づいて報告書を作成すること。

	5
	認定情報及び給付実績情報分析作業を当組合の準備するPCを使用し、庁舎内で作業すること。（分析に必要なMicrosoft Accessやその他分析に必要なDB等のライセンス費用も委託費に含むこととする。）また、分析過程において構築したプログラム（システム等）及び分析の過程等についての説明書を当組合へ納品すること。

	6
	各月の分析結果は、最低限、「認定情報及び給付実績データ分析報告書（案）」に基づいて作成すること。

	7
	社会福祉士及び主任介護支援専門員の資格を有する者をそれぞれ1名以上配置すること。（配置する専門職は提案者に常勤する正社員とする。）

	8
	中国地方においてケアプラン点検業務の実績を有し、且つ、島根県内における介護給付適正化事業の業務実績を複数有すること。

	9
	一般財団法人日本情報経済社会推進協会が定めるプライバシーマークの認定、もしくは同等の第三者評価を3回以上更新した実績を有する法人であること。


上記、全ての項目について仕様内容を遵守し、滞りなく業務を履行することを誓約します。
【事業者名】　
【代表者名】　　　　 

印
